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こ
れ
ま
で
障
害
者
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の

利
用
者
負
担
額
は
、
障
害
の
種
別
ご
と

に
違
っ
て
お
り
、
利
用
者
の
所
得
に
よ

っ
て
決
め
ら
れ
た
金
額
を
負
担
し
て
い

た
だ
い
て
い
ま
し
た
。

新
し
い
制
度
で
は
、
ど

の
障
害
も
同
じ
料
金
体
系

と
な
り
、
所
得
に
加
え
、

サ
ー
ビ
ス
の
利
用
量
も
考

え
て
金
額
を
定
め
ま
す
。

そ
の
う
え
で
、
九
割
を
公

費
で
負
担
し
、
一
割
を
自

己
負
担
し
て
い
た
だ
く
こ

と
に
な
り
ま
し
た
。

ま
た
、
在
宅
で
サ
ー
ビ

ス
を
利
用
す
る
場
合
と
施

設
で
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す

る
場
合
の
バ
ラ
ン
ス
を
保
つ
た
め
、
施

設
利
用
に
伴
う
食
費
と
光
熱
水
費
に
つ

い
て
は
、
利
用
す
る
か
た
に
負
担
し
て

い
た
だ
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。

医
療
費
の
仕
組
み
も
変
わ
り
ま
す
。

こ
れ
ま
で
、
手
続
き
や
利
用
者
負
担

の
仕
組
み
が
更
生
医
療
・
育
成
医
療
・

精
神
通
院
医
療
の
三
つ
に
分
か
れ
て
い

た
も
の
が
、「
自
立
支
援
医
療
」
と
し

て
統
一
さ
れ
ま
す
。
利
用
者
負
担
は
、

原
則
一
割
負
担
と
な
り
、
新
た
に
入
院

時
の
食
費
を
負
担
し
て
い
た
だ
く
こ
と

に
な
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
に
、
新
し
い
利
用
者
負
担

の
仕
組
み
は
、
公
平
性
に
配
慮
さ
れ
た

も
の
と
な
り
ま
す
が
、
い
ず
れ
も
低
所

得
の
か
た
に
配
慮
し
た
軽
減
策
が
盛
り

込
ま
れ
て
い
ま
す
。

(

…
負
担
軽
減
策
は
五
ペ
ー
ジ
に)

障
害
者
の
か
た
の
生
活
や
就
労
の
相

共
通
の
料
金
体
系
で

１
割
を
自
己
負
担
に

③

暮
ら
し
や
す
く
、

働
き
や
す
い
環
境
に

④

公費負担医療の仕組み

施設内での人的サービス� 食費･光熱水費� 医療費･日常生活費�

施設内での人的サービス� 食費･光熱水費� 医療費･日常生活費�

●費用負担
障
害
者
を
支
え
る

新
し
い
仕
組
み 気

に
な
る
費
用
。
ど
う
変
わ
る
？

笑顔が一番！(ユートピアやまばと)



談
事
業
、
社
会
参
加
の
た
め
の
移
動
支

援
、
日
常
生
活
用
具
の
給
付
、
手
話
通

訳
者
の
派
遣
な
ど
、
地
域
で
安
心
し
て

生
活
し
て
い
く
た
め
に
必
要
な
支
援
を

強
化
し
ま
す
。

特
に
就
労
に
関
し
て
は
、「
就
労
移

行
支
援
」「
就
労
継
続
支
援
」
と
し
て
、

就
労
に
必
要
な
知
識
・
能
力
の
習
得
訓

練
の
場
を
提
供
し
て
い
き
ま
す
。

障害者福祉サービスの利用者負担額(１割)は、下
表のとおり世帯の所得に応じて４区分の月額負担上
限額が設定され、ひと月に利用したサービス量にか
かわらず、それ以上の負担は生じません。
同じ世帯の中で障害者福祉サービスの利用者が複

数いる場合や、障害者福祉サービスを利用している
かたが介護保険サービスを利用した場合でも、４区
分の月額負担上限額は変わりません。

社会福祉法人が提供する通所サービス・入所施設
等(20歳未満)・ホームヘルプの各サービスを利用す

る場合、利用者の収入や預貯金などが一定以下であ
れば、社会福祉法人が行う減免制度の対象となりま
す(平成21年３月まで)。適用を受けると、一つの事
業所における月額負担上限額が半分になります。

入所施設(20歳以上)やグループホームを利用する
場合、預貯金の額が350万円以下で、不動産を持っ
ていないかたは、個別減免を受けることができます。

入所施設の場合、実費負担の基準額をもとに、低
所得者や20歳未満の利用者に対して補足給付が行わ
れるほか、通所施設においては低所得者に対して３
分の２が減額されます。(平成21年３月まで)

いろいろな負担軽減を行っても、障害者福祉サー
ビスの定率負担や実費負担をすることにより、生活
保護の対象となる場合には、生活保護の対象となら
ない額まで、月額負担上限額・食費等実費負担額を
引き下げます。

障害者自立支援法による
新しい制度のスケジュール

平成18年４月から

平成18年10月から

●新しい利用者負担制度が始まります
●居宅サービスにおける介護給付、訓練等給付
が始まります
●自立支援医療が始まります

●施設サービスにおける介護給付、訓練等給付
が始まります
●新しい障害程度区分が始まります
●補装具の制度が変わります
●相談支援事業が始まります
●地域生活支援事業が始まります

市保健所健康管理課tel(883)1180

障害福祉課�(866)2093
身体・知的障害のあるかた

精神障害のあるかた

問
い
合
わ
せ

月ごとの利用者負担額に上限を設定

入所施設、グループホームの個別減免

社会福祉法人が行う減免制度の適用

食費などの実費負担分の軽減

生活保護への移行を防止

利用者負担は、低所得者にも配慮します

月額負担上限額(実費負担分は除く)

現
在
、
支
援
費
制
度
の
受
給
者

証
を
お
持
ち
の
か
た
に
、
新
し
い

制
度
の
手
続
き
に
必
要
な
申
請
書

な
ど
を
お
送
り
し
ま
し
た
。

期
限
ま
で
に
手
続
き
を
お
願
い

し
ま
す
。

和
気
あ
い
あ
い
！(

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
・
竹
飛
歩

た
け
と
ん
ぼ)
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